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注1）　本様式全体が1ページに収まるよう作成してください。

注2）　自己評価による達成度（５～１）は非公表項目とし、組織目標評価結果を公表する際に消去します。

関連する
中期計画の番号 センター・機構等業務における目標・取組の達成状況及び新たに生じた課題等

5-1 年度初めにキックオフミーティングを開催し、各部門の前年度の反省点及び新年度の活動
計画・目標等を発表・共有することにより、3部門が連携してデータ活用を推進する。
5-2 センターの事務については、教育推進部門は学務部学務企画課が、研究推進部門は研
究・イノベーション共創管理統括部研究協力課が、データサービス推進部門は教育学系事務部
が分担して所掌し、センター全体の業務は学務部学務企画課が取り纏める体制としており、3
部門が有機的に連携しながら滞りなく事務支援を行う。

5-1 年度初めに、キックオフミーティングを開催し、各部門の前年度の反省点及び新年度の活動計画・目
標等を発表・共有することにより、3部門が連携してデータ活用を推進する体制を整備した。
5-2 センターの事務については、各部門の各事務部が分担して所掌しつつ、センター全体の業務は学務
企画課が取り纏める体制とし、3部門が有機的に連携して業務が滞りなく行われるようにした。

⑤センター・機構等業務

関連する
中期計画の番号 管理運営領域における目標・取組の達成状況及び新たに生じた課題等

④管理運営領域

関連する
中期計画の番号 社会貢献（診療を含む）領域における目標・取組の達成状況及び新たに生じた課題等

【データサービス推進部門】
3-1 令和5年度末に実施した企業対象の広告等に関する調査結果を分析し、エールメッセ広告
の対象企業の選定方法、広告費の価格などを決定し、岡山県内の導入を推進する。令和6年
度中に、下記取り組みも含め1千万の広告収入の契約獲得を目指す。

3-2 地方の自治体と大学生および若年層の労働者をつなぐハブ拠点の構築を目指し、進学を
機に都市部に住むようになった大学生、もしくは、小中学校などの子どもを持つ若い世代の保
護者等に対して、地方の魅力を配信する「自治体枠（地方枠）」を設定し、広報情報を配信す
る。複数の自治体から広告費の導入を目指す。また、語学力アップによるグローバル人材の養
成をエールメディアによる広告収入で無償化する取り組みを進める。広告収入を増大するた
め、岡山と都市部の複数の大学等への導入を進める。

3-3 大学生や小中高校生が頻繁にアクセスし、計画的にコンテンツを配信できるエールメディ
アの機能開発を進める。実践データサイエンスセンターおよびクロスプログラムの活動と連携
し、学生が協働し意欲向上コンテンツを複数作成しエールメディアに配信する。

3-4 学習・意識データとエールメディアで収集される広告へのアクセスログ、広告のイメージ
データ等を東京大学等の研究者へ提供する他、論文化を進める。

3-5 エールメディアへの広告配信に対応させて視聴者の反応を集約するシステムを開発し、広
告効果のダイレクト測定が可能になった。このインフラを利用し、広告の効果を最低１つの企業
にレポートするサービスを試行する。

3-1　前年度末に実施した調査結果の分析を踏まえ、企業情報・信用情報を持つ水島信用金庫との間で、
紹介企業に対しエールメッセ出稿を依頼するスキームを試行することで合意した。現在、同金庫との連携
協定締結に向け準備中である。令和6年度中のエールメッセ広告収入は287万1千円であった。
3-2　複数の自治体と交渉し、広報配信の「自治体枠」の創設に向けて調整した結果、まず長野県高森町
と連携することが決定し（連協協定を締結予定）、エールメディアを通じて地方創生の活動等を都市部の若
者に伝え、地方に対するイメージを変容させるプロジェクトの実施について合意がなされた。具体的には高
森町の町長が複数の町村長へ連携を打診したほか、内閣府等の「新しい地方経済・生活環境創生交付金
デジタル実装型 TYPEV」へ申請するために協力することとなった。また、大学コンソーシアム岡山加盟の
各大学にマイクロステップ・スタディ（MSS）導入を働きかけるため、本学以外での試行など各種準備を行
い、エールメッセ広告の機能強化を図った。
3-3　学習者がMSSを日常的に活用する状況を生み出すため、取組状況が一定の基準を満たした学生に
対し、試行的に大学生協ポイントを付与した。また、備岡自動車教習所より、MSSに積極的に取り組む学
生に対して教習料金（1名分/約30万円）を無料にする提案を受けた。さらに、大学生を対象として、学習に
対する見返りについてアンケートを取った。また、アンケートの内容に興味のある学生グループを組織し、
学習者がMSSに積極的に取り組みたくなるような仕組みの構築を目指すなど、学習者に対する具体的なメ
リットの提供に向けた取り組みを開始した。
3-4 学習・意識データを匿名処理した上で、東京大学及び米国ヴァージニア工科大学の研究者に提供を
始めた他、匿名化データを卒論生に提供し、解析の上，まとめることができた。MSSに関する論文関係で
は、成果を国内の主要雑誌に2件投稿した他、3件の学会発表を行った。広告関係では1件の学会発表を
行った。
3-5 広告の効果を企業にレポートするサービスに適した企業を見いだせなかったため、同サービスは試行
できなかった。

③社会貢献（診療を含む）領域

関連する
中期計画の番号 研究領域における目標・取組の達成状況及び新たに生じた課題等

【サイバーフィジカル情報応用研究推進部門】
2-1 AI・数理データサイエンス応用研究に関して、学内異分野間共同研究や産学連携活動によ
る外部資金獲得を促進する目的で、学内研究交流イベント、産学連携イベントを各2回以上開
催するとともに、オンラインツールの活用を行う。

2-2 J-PEAKS事業に関する取組として、次年度以降に共用計算資源として学内外に提供予定
の計算機システムについて、設計検討・仕様策定を行い、調達・構築を行う。

2-3 学生に対して、実社会における課題に対するAI・数理データサイエンスについての実践的
教育の場を提供するため、自治体・企業等との連携プロジェクトを行い、プロジェクトベース教
育を行う。

2-1 学内研究交流イベントとして、Cypher研究会を計2回主催、岡山大学AI研究会を計2回共催した。ま
た、産学官連携イベントとして、県プロジェクトOI-Startとの共催で「オープンイノベーションMatch Up」を計2
回開催し、特に企業参加者から好評を博した。学内外との共同研究や外部資金の獲得の推進に対する成
果として，所属教員による学内異分野共同研究14件，外部資金獲得16件（総額計64百万）を含む計30件
の共同研究が今年度実施された。そのうち、11件がCypher活動を契機としたものであった。
2-2 J-PEAKS事業に関連し、学内研究者および地域企業利用のためのセキュアな共用計算機環境につ
いて、予算獲得、仕様検討・調整等の活動を行い、仕様を策定した。また、医学部の医療用データウェア
ハウス構想と連携して設計を行った。ある企業より、学外者兼用データセンターの学内開設の提案を受け
て議論を進めたが、不調に終わった。そこで、両備システムズと協力し、地方創生事業への応募を目指し
て検討を進めている。
2-3 Cypherを窓口とした両備システムズ・クラレ・あいおいニッセイ同和損保との共同研究により，学生に
PBLの場を提供するとともに、DS部主催・両備システムズ共催により主に新入学生を対象とした「データ分
析ワークショップ 〜Tableauで視る交通安全〜」を開催した。さらに、DS部学生による、総務省統計局「統
計データ分析コンペティション」、SIGNATE「第1回 国土交通省 地理空間情報データチャレンジ」への応募
について指導を行った。

②研究領域

関連する
中期計画の番号 教育領域における目標・取組の達成状況及び新たに生じた課題等

【AI・数理データサイエンス教育推進部門】
1-1 令和３年６月に認定されたすでに認定済みの数理・データサイエンス・ＡＩ教育プログラム認
定制度（リテラシーレベル） に対応した教育プログラムについて評価を行う。また、情報を学ん
できた学生が入学してくることや新たに認定制度の要件に盛り込まれた生成系AIに関する教育
を行うことを考慮して改善を図り、実施する。

1-2 令和５年８月に認定された昨年度に開発・実施した数理・データサイエンス・ＡＩ教育プログ
ラム認定制度（応用基礎レベル） に対応した教育プログラムについて評価を行う。また、情報を
学んできた学生が入学してくることや新たに認定制度の要件に盛り込まれた生成系AIに関する
教育を行うことを考慮して改善を図り、実施する。

1-3 エキスパート・トップレベル人材育成システムの推進を行う。

1-4 中国ブロック拠点校（広島大学）主催事業への参画、全国コンソーシアムとの情報共有を
図る。また、本学主催のシンポジウムを開催する。

1-1 すでに認定を受けている数理・データサイエンス・ＡＩ教育プログラム認定制度（リテラシーレベル）に対
応した教育プログラムについて評価を行い、全学部で「数理・データサイエンスの基礎」を必修科目として
開講した。また評価結果および新たに認定制度の要件に盛り込まれた生成AIに関する教育内容について
学習内容の検討を行い、生成AIに関する内容を含んだ教材を開発し実施した。本年度は全学部で1,792名
の学生に対して修了証を発行した。
1-2 すでに認定を受けている数理・データサイエンス・ＡＩ教育プログラム認定制度（応用基礎レベル）に対
応した教育プログラムの評価にもとづき、「数理・データサイエンスの基礎演習A」ではpythonの授業を新た
に実施した。　 本年度は全学部で5名の学生に対して修了証を発行した。
また、リテラシーレベル、応用基礎レベルを含めた全学のデータサイエンス教育の環境整備の一環とし
て、paiza社のpaizaラーニング学校フリーパスを2025年度より全学生、教職員に提供することとし、３月に
は準備が完了した。
1-3 エクスパート・トップレベル人材育成については、統計エキスパート人材育成プロジェクトの研修生に
対し、研修を行った。
1-4 中国ブロック拠点校（広島大学）、全国コンソーシアムのシンポジウムや総会に参加し情報共有を図っ
ている。7月12日には、数理・データサイエンス・AI教育強化拠点コンソーシアム 中国ブロック第1回シンポ
ジウムに参加し、本学の取り組みについての報告を行っている。また10月26日に、日本計算機統計学会
第38回シンポジウムの特別セッションにおいて、本学の教育プログラムについて報告し、パネルディスカッ
ションを行った。本学主催としては、3月13日にAI・数理データサイエンス教育シンポジウムを開催し、岡山
県内大学等のAI・数理データサイエンス教育に関する情報交換を行うとともに、連携強化をはかった。

①教育領域

目　標 目標の達成状況（成果）及び新たに生じた課題への取組
（部局での検証とそれに対する取組）

組織目標評価報告書（令和６年度）

部局名： AI・数理データサイエンスセンター 部局長名： 阿部　匡伸


